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研究成果の概要（和文）：法人税法22条は、会社が「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」に従って計
算された会計上の利益に基づいて課税所得を計算することを要請している。他方、近年の財務報告制度において
は、グローバルに活動する大企業向けの国際的共通化を志向する高度で複雑な企業会計基準等のほかにコストと
ベネフィットに配慮した中小企業向けの会計指針等が存在している。このような一般に公正妥当と認められる会
計慣行の多様化に伴い、税務上の「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」の解釈について、企業と税務
当局との間で争いが増加している。本研究では、「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」の内容を検討
し、問題点を指摘した。

研究成果の概要（英文）：　Article 22 of the Corporation Tax Act requires that a firm should 
determine its taxable income on the basis of accounting income in conformity with the accounting 
standards generally accepted as fair and appropriate. On the other hand, there are a variety of 
accounting standards including international convergence-oriented accounting standards for global 
firms and cost and benefit-oriented accounting standards for small and medium-sized firms in the 
financial reporting system in these days. Such diversification of accounting standards has induced a
 lot of disputes between firms and tax authorities. This study discusses the contents and points out
 issues of the accounting standards generally accepted as fair and appropriate for tax purposes.

研究分野： 税務会計

キーワード： 税務会計　企業会計　財務会計　一般に公正妥当と認められる会計処理の基準　法人税法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
法人税法２２条４項は、会社を含む法人の

課税所得を、租税法に別段の定めのあるもの
を除いて、「一般に公正妥当と認められる会
計処理の基準」に従って計算された収益およ
び原価・費用・損失に基づいて計算すること
を求めている。ここでの「一般に公正妥当と
認められる会計処理の基準」とは、たとえば
企業会計原則のような特定の文書を指すも
のではなく、一般社会通念に照らして公正で
妥当であると評価されうる会計処理の基準
を意味する。この規定の制定時の立法事務担
当者は、「一般に公正妥当と認められる会計
処理の基準」について、「特殊な会計処理に
ついて、それが一般に公正妥当な会計処理の
基準にのっとっているかどうかは、今後、
種々の事例についての判断（裁判所の判例を
含む。）の積み重ねによって明確にされてい
くものと考えます」（藤掛 1967，76）と述べ
て、将来の事例の積み重ねによる「一般に公
正妥当と認められる会計処理の基準」の内容
の明確化を期待している。 
その後４５年が経過し、この間、「一般に

公正妥当と認められる会計処理の基準」に関
連する多くの租税裁判例や裁決例が積み重
ねられてきた。他方、企業会計とくに証券取
引法（金融商品取引法）会計の側では、１９
９０年代後半に始まる会計制度改革によっ
て、国際的共通化を志向する会計基準が設定
されるとともに、会計基準と商法（会社法）
との調整も図られてきた。さらに、国際会計
基準（以下「ＩＦＲＳ」）の連結財務諸表へ
の任意適用が認められたほか、その積上げを
図るために、ＩＦＲＳの任意適用要件を緩和
するとともに、ＩＦＲＳの一部基準を削除ま
たは修正して採用するエンドースメントの
仕組みがとられることになった。また、米国
の証券取引所に上場している会社について
は、従来通り、米国財務会計基準の適用も認
められている。一方、こうした大企業向けの
会計基準とは別に、中小企業向けにコスト・
ベネフィットの観点から「中小企業の会計に
関する指針」（以下「中小会計指針」）および
「中小企業の会計に関する基本要領」（以下
「中小会計要領」）が公表された。この結果、
現在わが国において会計慣行を成文化した
ものとして公表され実際に利用されている
各種の文書（以下「会計基準書等」）には、
会社法、金融商品取引法、いわゆる業法にお
ける会計規定、および企業会計原則のほかに、
企業会計基準、米国財務会計基準、ピュアな
ＩＦＲＳ、エンドースメントされたＩＦＲＳ、
中小会計指針、および中小会計要領が併存す
ることになり、会計慣行の多様化が進行して
いる。 
以上のように、法人税法２２条４項制定後

４５年以上が経過し、この間「一般に公正妥
当と認められる会計処理の基準」に関連する
多くの裁判例や裁決例が積み重ねられてき
たにもかかわらず、当初の期待通りにその内

容が明確になったとは言い難い。それどころ
か、租税法研究者からは、「企業会計原則は、
多くの重要な事項について定めているが、そ
の内容は、どちらかといえば原理的・基本的
な事項に限られている。また、確立した会計
慣行の範囲もそれほど広くはない。むしろ、
法人税法の解釈適用上、収益・費用等の意義
と範囲ならびにそれらの年度帰属をめぐっ
て生ずる問題については、企業会計原則には
定めがなく、また確立した会計慣行も存在し
ていない場合が非常に多い。仮に、企業会計
原則になんらかの定めがある場合でも、その
内容が明確でないことが少なくない。その意
味では、企業会計の網の目はきわめて粗い、
といわなければならない。」（金子 2012、
289-290）と、企業会計基準その他の会計慣
行の非網羅性・不明確性が今なお指摘されて
いる。さらに、大企業の事業活動・資金調達
のグローバル化を背景とした国際的共通化
を志向する企業会計基準の整備と、その高度
化・複雑化に対してコスト・ベネフィットの
観点から中小企業向けの会計慣行を確立し
ようとする動向との同時進行に伴う目的・内
容・特徴の異なる多種多様な会計基準書等の
併存によって、「一般に公正妥当と認められ
る会計処理の基準」の内容は、むしろ混迷を
深めつつある。新しい取引技術や金融手段の
発達は、この混迷にさらに拍車をかけること
が予想される。 
「一般に公正妥当と認められる会計処理

の基準」の内容を整理し、各種会計基準書等
その他の会計慣行の公正妥当性を吟味し、課
税所得計算における法人税法２２条４項の
規定の意義を再検討することによって、上述
の税務会計実務が抱える混乱を収束させる
ための有益な知見を提供できると期待され
る。 
 
 
２．研究の目的 
国際的共通化を志向する企業会計基準、Ｉ

ＦＲＳおよび米国会計基準、他方コスト・ベ
ネフィットに配慮する中小会計指針および
中小会計要領など目的・内容・特徴を異にす
る会計基準書等の並立によって会計慣行の
多様化が進行するなかで、課税所得計算の根
幹をなす「一般に公正妥当と認められる会計
処理の基準」（法人税法２２条４項）の解釈
適用について混乱が増幅している。本研究で
は、各会計基準書等を比較整理して会計基準
書等間の相違とその背景を明らかにすると
ともに、実際に積み重ねられてきた裁判例等
を分析し、課税所得計算における「一般に公
正妥当と認められる会計処理の基準」の意義
を再検討することによって、税務会計実務に
おける混乱を解消し、財務会計と課税所得計
算の関係のあり方に関する議論に資するこ
とを目的とする。 
 
 



３．研究の方法 
本研究は、租税法律主義の下で課税所得計

算にあたって準拠すべき会計規範を研究対
象とするため、会計研究の方法と租税法研究
の方法を併用する。両研究とも、さまざまな
研究方法を有するが、本研究は法人税法２２
条４項の立法趣旨とその制定後の会計基準
の整備および事例の積み重ねを考察するこ
とを通じて知見を引き出すことを目的とす
るので、会計研究者と租税法研究者が共同し
て、国際比較のほか、会計研究における計算
構造の理論的解明、会計基準の比較、事例分
析などの手法、および租税法研究における同
規定の解釈をめぐる裁判例・学説の比較・分
類・整理および事例分析などの手法を併用し、
会計研究と租税法研究を融合させた総合的
な考察を行う。 
具体的には次の手順で研究を実施する。 

① 法人税法２２条４項の制定過程に関する
文献その他の資料（税制調査会資料、国会議
事録、立法事務担当者の解説など）の収集と
分析および分析結果に関する検討 
② 海外における類似制度の趣旨と現状に関
する資料の収集と分析および分析結果に関
する検討 
③ 会計基準書等の設定過程に関する文献そ
の他の資料の収集と分析および分析結果に
関する検討 
④ 法人税法２２条４項をめぐる税務争訟に
関する裁決事例や裁判例の収集と分析およ
び分析結果に関する検討 
 
 
４．研究成果 
(1) 初（平成２６）年度では、次の論点につ
いて明らかにした。①ドイツでは連単分離に
よって公正価値測定を多用するＩＦＲＳの
課税所得計算に及ぼす影響を限定し、単体財
務諸表では原価-実現主義が堅持されている。
②法人税法２２条４項の立法趣旨である税
制簡素化は、実務上の混乱の回避あるいは予
測可能性の向上を図り、自主的経理を容認す
るという観点から、各種の改正において実現
されてきた。③裁判例等には、「一般に公正
妥当と認められる会計処理の基準」の内容に
ついて、課税の公平といった租税法の要請・
観点から解釈する傾向がみられるだけでな
く、「別段の定め」の規定のない事項につい
て会社の経理を否認するという立法趣旨と
は異なる意図で、補完的否認規定的に適用さ
れている事例もある。④原価-実現主義を堅
持する企業会計原則系統の会計基準書等は、
担税力指標としての課税所得の計算と親和
性が高いが、公正価値測定を多用する企業会
計基準系の会計基準書等の出現によって、こ
れらの要素を課税所得計算から除外するた
めの「別段の定め」が必要とされる。⑤収益
認識について、租税法は、権利確定基準を原
則とし、権利の確定が不明か遅れる場合に限
って、会計上の伝統的な収益の実現要件と整

合的な管理支配基準が適用されている。原
価・費用・損失の認識について、２２条３項
は企業会計における費用等が損金の基本で
あることを示し、同条４項は課税所得計算上
の公正妥当性を満たすことを要求している。
資本等取引について、株主の最終的な課税ま
でを俯瞰しなければならない法人税法は、課
税所得計算の枠外で２２条５項を規定しな
ければならない。⑥演繹的アプローチをとる
中小会計指針は新しい合理的な慣行である
のに対して、帰納的アプローチをとる中小会
計要領は既に慣行となっている事実を明確
にしたものであり、そもそも中小企業にとっ
て一般に公正妥当と認められる企業会計の
慣行は複数存在している。 
 
(2) 研究２（平成２７）年度では、個別事項
ごとに租税法における「別段の定め」等と裁
判例等との検討を通じて、租税法の立場から
の「一般に公正妥当と認められる会計処理の
基準」の内容を明らかにする研究を行った。
研究の結果、個別事項によって、会計慣行等
と会計基準等と租税法上の「別段の定め」等
の関係には相違があるため、会計基準等と
「一般に公正妥当と認められる会計処理の
基準」の関係についても相違のあることがわ
かった。たとえば、役員給与の会計処理では、
まず会計慣行が先行し、それを租税法の立場
から規制するための「別段の定め」が置かれ、
その後企業会計基準が設定されたことを受
けて、同様にその費用性を認めるものの、課
税の公平の立場から制約を課すように「別段
の定め」も変更されたことから、役員給与に
関する「一般に公正妥当と認められる会計処
理の基準」は企業会計基準と同一と考えられ
る。これに対して、固定資産の減価償却のよ
うに、まず会計慣行が成立していたものの詳
細な手続に関する会計基準書等は存在しな
いために「別段の定め」が「一般に公正妥当
と認められる会計処理の基準」となるどころ
か事実上の会計基準として機能している事
項もある。請負収益については、企業会計原
則と法人税法との考え方に時代的変遷がみ
られるものの、現在は法人税法が会計基準と
の整合性に配慮しつつも成果の確実性では
なく外形基準を「別段の定め」で採用してい
る。このように、個別事項によって、会計慣
行の成立過程や、会計基準書等と「一般に公
正妥当と認められる会計処理の基準」との関
係は異なるので、個別項目ごとに「一般に公
正妥当と認められる会計処理の基準」の内容
を特定することは、企業会計と課税所得計算
の関係に関する議論に資する。 
 
(3) 研究３（平成２８）年度では、裁判例に
おいて「一般に公正妥当と認められる会計処
理の基準」の解釈の観点として示された公平
な課税所得計算の意味する内容をより深く
検討するとともに、個別事項における「別段
の定め」の性格と、「一般に公正妥当と認め



られる会計処理の基準」の内容を明らかにし
た。「一般に公正妥当と認められる会計処理
の基準」をめぐる裁判例は近年増加傾向にあ
り、そこで言及されている「一般に公正妥当
と認められる会計処理の基準」と会計基準書
等との関係および公平な課税所得計算の意
味するものは、多様であり首尾一貫性を欠い
ていることが、明らかになった。各事例に共
通して採用されている観点としては、企業の
裁量を制限し恣意的な会計処理を排除する
という点しか見出せず、担税力ある所得の計
算という観点は抜け落ちている。個別事項に
ついて明らかにした論点は次のとおりであ
る。営業収益の年度帰属については、最高裁
判例が「一般に公正妥当と認められる会計処
理の基準」から実現原則と権利確定主義を導
いているものの、一般に公正妥当と認められ
る企業会計の慣行からは正当化されるのに
法人税法上は許容されないもののあること
がはっきりしつつあり、その傾向は、会計基
準が詳細になり明瞭性が高まるに応じて、事
実認定の問題が内容に入り込むようになっ
てから拡大している。金融商品については、
産業構造の変化に伴って所得概念にも変化
がみられ、有形財から金融財さらに無形財へ
と資産評価の対象が変わると、リスクを含む
実現可能性ある利益さらにはのれん価値も
含めるべきか否かが検討課題となる。棚卸資
産については、適正な原価計算を行った結果
として製造原価に算入した金額が法人税法
上も原価を構成すべきであるが、製造原価を
構成する労務費に退職給付引当金繰入額や
賞与引当金繰入額が含まれるか否かが未解
明である。また、「一般に公正妥当と認めら
れる会計処理の基準」に該当する原価差額の
調整もはっきりしない。固定資産の減価償却
については、「一般に公正妥当と認められる
会計処理の基準」を租税法の立場から解釈す
るという考え方は、減価償却費の損金経理要
件の存在意義に疑いを生じさせる。固定資産
の評価損益は、その物質的な消滅や損壊がな
い限り、課税所得計算には含められないが、
会計上の減損処理の本質を費用性資産から
貨幣性資産への変換と理解するならば、税務
上も減損損失を減価償却から切り離して検
討することは可能になるが、税務上の回収可
能価額の概念の検討が必要になる。引当金に
ついては、法人税法は、その時々の国の経済
政策を達成するために、収益費用の対応とい
う会計の論理と、課税の公平性と中立性を確
保するという租税法の論理とを使い分けて
きた。寄附金については、「一般に公正妥当
と認められる会計処理の基準」は存在せず、
「別段の定め」のみに依拠していることから、
租税法固有の問題として議論される。会計上
の変更・誤謬の訂正については、法人税法は、
会計方針の変更に係る所得計算規定を設け
ていないものの、遡及処理会計基準を前提と
した会社計算規則の規定を許容している。 
 

(4) 従来、課税所得計算の枠組みに関しては、
企業会計という下部構造の上に申告調整と
いう上部構造が存在し、会計基準書等に基づ
いて計算された会計上の利益に「別段の定
め」に基づく修正を申告調整で加えることに
よって課税所得を誘導的に算定する、という
２段階構造の説明が一般的にされてきた。し
かしながら、「一般に公正妥当と認められる
会計処理の基準」と会計基準書等との間に乖
離が存在し、税務会計固有の「一般に公正妥
当と認められる会計処理の基準」なるものが
存在するとすれば、従来の２段階構造に基づ
く説明は正確でなくなる。すなわち、課税所
得は、第１段階で会計基準書等に従って計算
された会社法上の利益に対して第２段階で
租税法の観点からの「一般に公正妥当と認め
られる会計処理の基準」に基づく修正を加え
て税務会計利益が計算され、さらに第３段階
において「別段の定め」に基づく修正が加え
られて算定されるという３段階構造をとる
ことになる。伝統的な税務会計の研究・教育
では、「別段の定め」の趣旨と効果の分析に
重点が置かれてきた傾向があり、租税法の立
場からの「一般に公正妥当と認められる会計
処理の基準」の内容や、それに基づいて算定
される税務会計利益の本質および特徴に関
する研究は軽視されてきた。本研究は、税務
争訟において重要性が増しているにもかか
わらず、従来の税務会計研究では欠けていた
研究領域を示すとともに、財務報告利益と課
税所得の差異の投資意思決定への有用性と
いう財務会計研究の領域でも新たな知見を
提供したことで、学界に貢献したといえる。 
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